
1 今回の補正予算の基本的な考え方
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議会運営委員会資料

令 和 4 年 7 月 15 日

政策経営部財政課

令和４年度補正予算（第２号）概要

新型コロナウイルス感染拡大の長期化、物価高騰等に伴う区民生活支援及び地域経済対
策に要する経費

高校生等医療費助成事業開始に伴う準備に要する経費

一 般 会 計 ( 第 ２ 号 )

（単位:千円）

款 補正前の額 補 正 額 計 主 な 財 源

15 都 支 出 金 21,569,823 1,484,447 23,054,270

新型コロナウイルス感染症対応地方
創生臨時交付金

1,060,735

生活応援事業費・事務費補助金 402,000

高校生等医療費助成事業準備経費補
助金

21,712

18 繰 入 金 3,065,982 1,178,553 4,244,535 財政調整基金繰入金 1,178,553

歳 入 合 計 236,073,000 2,663,000 238,736,000

（単位：千円）

款 補正前の額 補 正 額 計 主 な 事 業 名

3 福 祉 費 137,489,085 2,288,000 139,777,085

いたばし子育て支援臨時給付金支給
経費（事務費含む）

1,275,799

いたばし生活支援臨時給付金支給経
費（事務費含む）

990,489

高校生等医療費助成準備経費（事務
費含む）

21,712

6 産 業 経 済 費 2,976,161 375,000 3,351,161
プレミアム付商品券事業 225,000

キャッシュレス決済推進事業
（いたばしPay）

150,000

歳 出 合 計 236,073,000 2,663,000 238,736,000

財政調整基金 24,584,307 △ 1,178,553 23,405,754

※参　考 （単位：千円）

１号補正後残高 2号補正 2号補正後残高
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令和４年度補正予算（第2号）事業別一覧

（単位：千円）

№ 款
事業名

【予算事業名】
所管課 事業概要

補正額

（特定財源）

い た ば し 生 活 支 援

臨 時 給 付 金 990,489

【 い た ば し 生 活 支 援 臨 時

給 付 金 支 給 経 費 】

(543,867)

い た ば し 子 育 て 支 援

臨 時 給 付 金 1,275,799

【いたばし子育て支援臨時

給 付 金 支 給 経 費 】

(543,868)

高校生等医療費助成準備経費 21,712

【高校生等医療費助成準備経費】 (21,712)

いたばし Pay の 拡 充 及 び

プレミアム付商品券事業 375,000

【キャッシュレス決済推進事業】

【 プ レ ミ ア ム 付 商 品 券 事 業 】

(375,000)

補正額 2,663,000

特定財源 (1,484,447)

東京都令和4年度6月補正予算において、原油・原材料価格・物価高騰

等対策により実施される東京都生活応援事業に基づく、「デジタル活

用事業」及び「紙商品券事業」に対応するための経費を計上する。

⑴いたばしPayの拡充（デジタル活用事業）

　プレミアム率：20％→30％

　1万円（1万3千円分）×15万セット販売

⑵プレミアム付商品券事業（紙商品券事業）

　プレミアム率：30％

　1万円（1万3千円分）×5万冊販売

4 産業経済費 産業振興課

合計

3 福祉費 子育て支援課

コロナ禍が子どもの心身に大きな影響を及ぼしている中、高校生等を

養育している保護者等に対し、高校生等の保健の向上と健全な育成に

資することを目的に、「高校生等医療費助成」（令和５年４月開始予

定）を実施するため、その準備（システム改修・医療証送付経費等）

に要する経費を計上する。

1 福祉費 生活支援課

国の住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金の対象外となった、

生活に困窮する世帯（住民税均等割のみ課税世帯）に対し、区独自の

「いたばし生活支援臨時給付金」を支給するための経費を計上する。

⑴給付額：1世帯あたり10万円

⑵対象者：令和4年度住民税（都民税・特別区民税）が均等割のみ課

税されている世帯

　　　　　※その他支給要件あり

⑶対象世帯：9,000世帯

2 福祉費 子育て支援課

物価高騰等に直面する区内すべての子育て世帯（中学3年生まで）に

対し、区独自の「いたばし子育て支援臨時給付金」を支給するための

経費を計上する。

⑴給付額：児童1人あたり2万円

⑵対象者：令和4年5月分の児童手当（特例給付を含む）受給者

　　　　　※その他支給要件あり

⑶対象児童数：63,000人
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